
「森の国・木の街」「森の国・木の街」の実現に向けて
〜木でつなぐ、森と街、今と未来〜

特集

　日本は、森林が国土の67％を占める世界有数の森林大国です。
「森の国」の豊かな森林資源は、私たちの暮らしを支えるとともに、
地球温暖化の防止にも貢献しています。この豊かな森林を未来へと
つなぐためには、森林を適切に管理・整備するのみならず、森林か
ら生産される木材を積極的に「使う」ことが不可欠です。
　建築物に木材を利用すれば、樹木が大気中から吸収した二酸化炭
素を長期間にわたって固定することが可能です。また、木材の利用
は、心身面や生産性などへの良好な効果があり、快適空間の実現に
も貢献します。
　このたび、林野庁では、自治体や企業による木材利用の促進とそ
の効果の「見える化」を呼びかけるため、「『森の国・木の街』づくり
宣言」の募集を開始しました。森の国の豊かな森林資源を活かしな
がら、持続可能で魅力ある木の街づくりを目指しましょう。
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1
森
林
資
源
の
循
環
利
用
に
向
け
て

日
本
の
国
土
の
67
％
は
森
林
に
覆
わ
れ
、
そ
の

う
ち
４
割
に
相
当
す
る
約
１
千
万
ha
が
人
工
林
で

す
。
人
工
林
の
約
６
割
は
、
既
に
50
年
生
を
超

え
、
戦
後
に
植
栽
さ
れ
た
樹
木
の
多
く
が
木
材
と

し
て
の
利
用
期
を
迎
え
て
い
ま
す
。

今
後
、
主
伐
を
実
施
し
て
、
伐
採
後
に
再
び
苗

木
を
植
え
て
育
て
る
こ
と
に
よ
り
、
次
世
代
に
向

け
た
森
林
資
源
の
循
環
利
用
を
確
立
す
る
こ
と
が

課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
森
林
を
伐
採
し
て
生
産
さ
れ
る
木

材
を
適
切
に
販
売
し
、
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
る
資
金

を
次
世
代
の
森
林
造
成
に
再
投
資
す
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

こ
の
よ
う
な
木
材
利
用
を
通
じ
た
「
資
源
の
循

環
」と「
資
金
の
循
環
」に
よ
り
、
は
じ
め
て
、
豊

か
な
森
林
資
源
を
未
来
へ
つ
な
ぐ
こ
と
が
可
能
と

な
り
ま
す（
図
1
）。

2
木
材
利
用
に
よ
る
地
球
温
暖
化
防

止
効
果

地
球
温
暖
化
防
止
は
、
国
際
社
会
共
通
の
重
要

課
題
で
あ
り
、
日
本
も
「
2
0
5
0
年
ネ
ッ
ト
・

ゼ
ロ
」
の
実
現
に
向
け
て
多
様
な
施
策
を
推
進
し

て
い
ま
す
。

木
材
の
利
用
は
、
地
球
温
暖
化
防
止
に
向
け

て
、
①
炭
素
の
貯
蔵
、
②
エ
ネ
ル
ギ
ー
集
約
的
資

材
の
代
替
、
③
化
石
燃
料
の
代
替
の
３
つ
の
面
で

貢
献
し
ま
す
。

①
樹
木
は
、
光
合
成
に
よ
っ
て
二
酸
化
炭
素
を

吸
収
し
、
炭
素
を
木
材
と
し
て
貯
蔵
し
ま
す
。
木

材
を
建
築
資
材
と
し
て
使
え
ば
、
炭
素
を
長
期
間

固
定
し
、
大
気
中
へ
の
二
酸
化
炭
素
の
排
出
を
抑

制
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

②
ま
た
、
木
材
は
、
製
造
・
加
工
時
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
が
鉄
や
コ
ン
ク
リ
ー
ト
な
ど
他
の
建
築

資
材
よ
り
少
な
い
こ
と
か
ら
、
鉄
や
コ
ン
ク
リ
ー

ト
に
代
わ
っ
て
木
材
を
利
用
す
れ
ば
、
建
築
物
の

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
二
酸
化
炭
素
排
出
量

を
削
減
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

③
さ
ら
に
、
建
築
物
な
ど
で
使
用
さ
れ
た
後
の

木
材
を
、
化
石
燃
料
に
代
わ
っ
て
、
バ
イ
オ
マ
ス

エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
利
用
す
れ
ば
、
化
石
燃
料
に

由
来
す
る
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
削
減
す
る
こ
と

が
可
能
と
な
り
ま
す
。

3
「
木
の
街
」を
目
指
す
意
義

こ
れ
ま
で
、
建
築
物
の
木
造
化
は
、
公
共
建
築

物
を
中
心
に
、
学
校
や
庁
舎
、
商
業
施
設
な
ど
個

別
の
建
物
単
位
で
進
め
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
今
後

は
、
建
築
物
の
木
造
化
に
積
極
的
に
取
り
組
む
企

業
や
地
方
自
治
体
が
力
を
合
わ
せ
て
、
木
造
化
の

取
組
を「
点
」か
ら「
面
」へ
と
広
げ
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

「
木
の
街
」と
し
て
、
街
全
体
で
木
材
利
用
を
進

め
る
こ
と
は
、
森
林
資
源
の
循
環
利
用
や
温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
削
減
な
ど
の
効
果
の
み
な
ら
ず
、

景
観
の
統
一
感
や
、
生
活
環
境
の
質
の
向
上
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
高
い
都
市
構
造
の
形
成
な
ど
、

よ
り
多
面
的
な
効
果
を
期
待
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。実

際
に
、
海
外
で
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・

ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
市
の
シ
ッ
ク
ラ
地
区
で
、

「
S
t
o
c
k
h
o
l
m 

W
o
o
d 

C
i
t
y

（
ス
ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
・
ウ
ッ
ド
・
シ
テ
ィ
）」
と
し

て
、
25
ヘ
ク
タ
ー
ル
を
超
え
る
広
大
な
敷
地
に
、

2
︐0
0
0
戸
の
住
宅
と
7
︐0
0
0
カ
所
の
オ

フ
ィ
ス
や
店
舗
な
ど
を
木
造
で
整
備
す
る
世
界
最

大
規
模
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
計
画
さ
れ
て
い
ま
す
。

国
内
で
も
、
富
山
県
黒
部
市
で
Y
K
K
グ
ル
ー

プ
が
取
り
組
ん
だ「
パ
ッ
シ
ブ
タ
ウ
ン
第
5
街
区
」

で
は
、
地
域
産
材
を
活
用
し
た
複
数
棟
の
木
造
集

合
住
宅
が
整
備
さ
れ
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用

や
健
康
的
な
住
環
境
づ
く
り
な
ど
の
面
で
評
価
さ

れ
て
い
ま
す（
図
2
）。

ま
た
、
愛
知
県
は
、「
W
o
o
d 

C
i
t
y
あ

い
ち
2
0
5
0
」
構
想
と
し
て
、
県
有
施
設
の
木

造
化
・
木
質
化
や
地
域
産
材
の
活
用
を
軸
に
、
持

続
可
能
で
快
適
な
都
市
環
境
の
形
成
を
計
画
し
て

い
ま
す（
図
3
）。

図1　森林資源の循環利用

木材は炭素を
長期に貯蔵

CO2

CO2
CO2

使う

育てる 植栽

主伐

下刈り
間伐

植える

若い林はCO2を
より多く吸収

エネルギー利用により
化石燃料を代替

森林は
CO2を吸収

木材は
省エネ資材

プラスチック等
を代替「植えて、育て、使う」

森林資源の
循環利用

2025.11  VOL.224林野 4



4
「
木
の
街
」
を
後
押
し
す
る
S
H
K

制
度
の
見
直
し

（１）
S
H
K
制
度
と
は

日
本
で
は
、
地
球
温
暖
化
対
策
推
進
法
に
基
づ

き
、「
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
算
定
・
報
告
・
公

表
制
度（
通
称
：
S
H
K
制
度
）」に
よ
り
、
温
室

効
果
ガ
ス
を
一
定
量
以
上
排
出
す
る
事
業
者
（
原

油
換
算
で
年
間
1
︐5
0
0
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
以
上

を
使
用
す
る
者
な
ど
）
に
対
し
て
、
排
出
量
の
算

定
・
国
へ
の
報
告
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

S
H
K
制
度
の
対
象
者
は
、
地
方
公
共
団
体
も
含

め
て
、
全
国
で
約
1
・
3
万
事
業
者
と
な
っ
て
お

り
、
各
事
業
者
の
排
出
量
は
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上

で
公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。

（２）
S
H
K
制
度
の
見
直
し

こ
れ
ま
で
、
同
制
度
で
は
、
木
材
の
炭
素
貯
蔵

効
果
を
考
慮
し
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。
令
和
8
年

4
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
制
度
改
正
で
は
、
木
材

を
使
用
し
た
建
築
物
を
自
ら
所
有
す
る
自
治
体
や

企
業
が
、
自
ら
の
排
出
量
か
ら
、
木
材
利
用
に
よ

る
炭
素
蓄
積
変
化
量
を
差
し
引
い
て
報
告
す
る
こ

と
が
可
能
と
な
り
ま
す（
図
4
）。

報
告
対
象
と
な
る
建
築
物
は
、
事
業
者
が
自
ら

所
有
す
る
建
築
物
で
、
建
築
物
を
新
築
・
増
改

築
・
取
得
し
た
場
合
、
当
該
物
件
の
炭
素
貯
蔵
量

を
、
炭
素
蓄
積
変
化
量
と
し
て
、
排
出
量
か
ら
差

「森の国・木の街」の実現に向けて〜木でつなぐ、森と街、今と未来〜特集

図2　パッシブタウン第5街区（富山県黒部市）©Nacása & Partners

図３　WoodCityあいち2050

 

 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① すべての県民が木材の良さを享受でき、積極的に森林と関わっていく社会 
② 民間企業が積極的に木材利用を進める社会 
③ 森林の成⾧量に見合った県産木材が生産されている持続可能な社会 

2050 年の愛知県が目指す木材利用の姿 

木造・木質化された駅舎 

建築物の木造・S 造・RC 造の 
ベストミックスが確立 

③④ICT による 
林業機械の遠隔操作 

①②木材に関わる全ての 
関係者が適正な利益を享受 

②オフィスの木造・木質化 
による企業価値の向上 

①校舎の木造・ 
木質化が一般化 

③循環型林業の確立 
③④スマート林業の進展 

④効率的なサプライ 
チェーンの確立 

①木の良さを享受できる暮らし 

①③④他業種・他業界との連携
による木造・木質化の市場拡大 

①木造建築の成熟と 
木の文化の再興 

無人機械・無人トラック 
による効率的な配送 

製材工場 

バイオマス発電 

伐る 

育てる 

植える 

使う 

※見出し窓の番号は、左記の①～④の目指す姿の項目に対応しています 

図4　木材利用による炭素貯蔵効果をSHK制度に新たに位置付け
• SHK制度（温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度）とは、地球温暖化対策推進法に基づき、温
室効果ガス（GHG）を一定量以上排出する者にGHG排出量の算定と国への報告を義務付けし、国
は報告されたデータを集計し、公表する制度。

• 木材を使った建築物等を新築等により自ら所有する企業や自治体が、自社のGHG排出量から、木材利
用による炭素貯蔵量を差し引いて報告することができるよう規定を改正予定。（R8.4施行予定）

木材を使った建築物等を新築等により所有することとなった企業や自治体は、
 木材利用による炭素貯蔵効果を定量化して報告することができる
 自らのGHG排出量から、木材利用による炭素貯蔵量を差し引いて報告することが

可能になる

J-クレジット
などによる調整

森林経営活動・
木材製品利用

による
炭素蓄積変化量

＋－＋－

新たに設定を予定現行のSHK制度の報告項目

非エネルギー起源CO2、
その他温室効果ガス
（左記以外で排出される

CO2その他温室効果ガス）
＋エネルギー起源CO2

(燃料の使用又は他人から
供給された電気若しくは

熱の使用に伴い排出されるCO2）
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し
引
い
て
報
告
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。（
建
て

替
え
の
場
合
は
、
解
体
し
た
建
築
物
等
の
炭
素
貯

蔵
量
を
差
し
引
い
て
報
告
。）

ま
た
、
建
築
物
以
外
で
も
、
長
期
間
利
用
さ
れ

る
木
材
製
品
（
オ
フ
ィ
ス
家
具
、
ウ
ッ
ド
デ
ッ
キ

等
）は
、
報
告
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

事
業
者
は
、
報
告
対
象
と
し
た
建
築
物
等
の
炭

素
貯
蔵
量
を
台
帳
等
に
記
録
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。な

お
、
算
定
対
象
と
な
る
木
材
は
、
合
法
性
が

確
認
さ
れ
た
国
産
材
と
な
り
ま
す
。

こ
の
制
度
改
正
に
よ
り
、
木
材
利
用
に
よ
る
環

境
貢
献
を
定
量
的
に
評
価
し
て
、
温
室
効
果
ガ
ス

排
出
量
削
減
の
実
績
と
し
て
公
的
に
認
め
る
仕
組

み
が
整
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

（３）
S
H
K
制
度
見
直
し
に
よ
る
効
果

S
H
K
制
度
の
対
象
と
な
る
約
1
・
3
万
事
業

者
は
、
日
本
の
企
業
等
に
よ
る
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
の
約
7
割
を
占
め
て
お
り
、
オ
フ
ィ
ス
や
店

舗
、
倉
庫
等
の
非
住
宅
分
野
や
、
賃
貸
マ
ン
シ
ョ

ン
な
ど
の
相
当
部
分
を
所
有
し
て
い
る
も
の
と
見

ら
れ
ま
す（
図
5
）。

従
っ
て
、
今
回
の
見
直
し
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の

事
業
者
が
、
自
社
の
炭
素
排
出
量
を
抑
制
す
る
た

め
に
、
非
住
宅
分
野
や
賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
に
お
け

る
木
材
利
用
を
一
層
進
め
る
こ
と
が
期
待
で
き
ま

す
。5

「『
森
の
国
・
木
の
街
』
づ
く
り
宣

言
」

（１）「『
森
の
国
・
木
の
街
』づ
く
り
宣
言
」と
は

「『
森
の
国
・
木
の
街
』づ
く
り
宣
言
」は
、「
森

の
国
」
日
本
の
木
材
の
活
用
を
通
じ
て
地
球
温
暖

化
の
防
止
に
貢
献
す
る
と
と
も
に
、
木
と
と
も
に

生
き
る
地
域
の
未
来
を
育
む
た
め
、

・�

建
築
物
の
木
造
化
な
ど
を
積
極
的
に
推
進
し
、

木
材
利
用
を
通
じ
て
地
域
の
持
続
可
能
な
発
展

に
貢
献
す
る
こ
と

・�

木
材
利
用
の
促
進
に
当
た
っ
て
は
、
S
H
K
制

度
な
ど
を
積
極
的
に
活
用
し
、
地
域
の
関
係
者

と
連
携
し
て
、
木
材
利
用
の
効
果
を
「
見
え
る

化
」す
る
こ
と

を
宣
言
す
る
も
の
で
す（
図
6
）。

地
方
自
治
体
や
企
業
は
、
宣
言
に
参
画
す
る
こ

と
で
、
地
域
住
民
や
取
引
先
、
従
業
員
な
ど
の
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
対
し
て
、
木
造
建
築
や
木
材

利
用
に
よ
る
自
ら
の
環
境
貢
献
へ
の
姿
勢
を
明
確

に
示
す
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

（２）
参
画
の
流
れ

「『
森
の
国
・
木
の
街
』づ
く
り
宣
言
」に
参
画
す

る
た
め
に
は
、
ま
ず
、
宣
言
の
趣
旨
を
十
分
に
理

解
し
た
上
で
、
地
方
自
治
体
や
企
業
と
し
て
、
木

材
利
用
の
推
進
に
向
け
た
具
体
的
な
方
針
や
計
画

を
検
討
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

そ
の
上
で
、
参
画
を
希
望
す
る
場
合
は
、
林
野

庁
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
か
ら
申
請
手
続
き
を
行
い
、

正
式
に
宣
言
し
た
参
画
者
と
し
て
公
表
さ
れ
ま
す
。

参
画
し
た
地
方
自
治
体
や
企
業
に
は
、
宣
言

後
、
公
共
施
設
の
木
造
化
や
、
地
域
産
材
を
活
用

し
た
自
社
ビ
ル
の
建
築
な
ど
、
建
築
物
に
お
け
る

木
材
利
用
の
取
組
を
積
極
的
に
進
め
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
S
H
K
制
度
な
ど
を
活
用
し
て
、
木
材

図5　SHK制度で木材利用による炭素貯蔵量等の報告が可能になる建築物
• 本制度改正により、主に企業等が所有する非住宅分野（オフィス、店舗、倉庫等）や賃貸マンションについて、
木造化・木質化が促進されることを期待。

資料：国土交通省「建築着工統計調査2023年」より林野庁作成。
注：「住宅」とは居住専用住宅、居住専用準住宅、居住産業併用建築物の合計であり、「非住宅」とはこれら以外をまとめたもの。

個人等が所有する建築物

＜中高層建築物＞

■ SHK制度で炭素貯蔵量等の報告が可能となる建築物

＜低層建築物＞

倉庫

野村不動産
溜池山王ビル

賃貸マンション

自社事務所 店舗

■ 新設着工建築物の床面積と所有形態のイメージ

0 10,000

1

2

3

4

5

（千m2）
010,00020,00030,00040,000（千m2）

住宅 非住宅

賃貸
ﾏﾝｼｮﾝ

戸建、アパート等

賃貸ビル
自社ビル
ホテル等

事務所
店舗
倉庫等

分譲
ﾏﾝｼｮﾝ

低
層

中
高
層

企業等が所有する建築物
※企業等：ディベロッパー等の不動産や金融、ホテル、飲食、物流、製造業等や公共機関

• 非住宅建築物や賃貸マンションは企業等の所有が大半を占めている。 • ＳＨＫ制度における特定排出者数は全国に１万３千事業者を
超え、企業等の排出量の約７割を占める。

• 今般の制度改正で、これら特定排出者が所有する建築物の炭
素蓄積変化量を報告することが可能となる。

東京海上グループ
新本店ビル（施工中）

モクシオン稲城
（三井ホームエステート）

自社ビル賃貸ビル

エフコープ生活協同組合
本部事務棟

プレカット工場倉庫
（（株）マルオカ）

マクドナルド
安芸熊野店

※なお、上記事例は用途別の木造化の事例であり、特定排出者以外の建築物も含む
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「森の国・木の街」の実現に向けて〜木でつなぐ、森と街、今と未来〜特集

利
用
の
効
果
や
成
果
を「
見
え
る
化
」し
、
地
域
住

民
や
関
係
者
に
向
け
て
積
極
的
に
情
報
を
発
信
す

る
こ
と
も
求
め
ら
れ
ま
す
。

（３）
林
野
庁
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト

林
野
庁
で
は
、
宣
言
の
参
画
者
に
対
し
て
、
技

術
的
な
助
言
や
最
新
情
報
の
提
供
を
行
う
と
と
も

に
、
先
進
的
な
取
組
事
例
の
共
有
な
ど
を
通
じ

て
、
効
果
的
な
取
組
の
普
及
と
持
続
的
な
実
践
を

後
押
し
し
て
ま
い
り
ま
す
。

（４）
宣
言
へ
の
参
画
状
況

10
月
1
日
の
募
集
開
始
か
ら
約
1
か
月
で
、
す

で
に
1
7
0
の
企
業
や
自
治
体
が
参
画
し
て
い

ま
す（
図
7
）。
企
業
に
つ
い
て
は
、
林
業
・
木
材

産
業
以
外
の
業
界
か
ら
も
多
数
参
画
い
た
だ
い
て

お
り
ま
す
。
今
後
も
、
こ
の
宣
言
の
輪
を
広
げ
、

街
の
木
造
化
の
取
組
を
全
国
に
展
開
し
て
い
き
た

い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。
皆
さ
ま
の
ご
参
加
を
、

心
よ
り
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。

6
木
で
つ
な
ぐ
未
来
へ
向
け
て

「
森
の
国
」日
本
の
豊
か
な
森
林
資
源
を
次
世
代

へ
つ
な
ぐ
た
め
に
は
、「
木
の
街
」と
し
て
、
街
全

体
で
木
材
利
用
を
進
め
、
持
続
可
能
な
形
で
「
木

を
使
う
」こ
と
に
よ
り
、「
伐
っ
て
、
使
っ
て
、
植

え
て
、
育
て
る
」
森
林
資
源
の
循
環
利
用
を
確
立

す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

「『
森
の
国
・
木
の
街
』づ
く
り
宣
言
」は
、
自
治

体
や
企
業
が
、
木
材
利
用
を
通
じ
て
、
森
林
資
源

の
循
環
利
用
の
確
立
に
貢
献
し
よ
う
と
す
る
取
組

を
強
力
に
後
押
し
す
る
も
の
で
す
。

今
、
私
た
ち
に
は
、
目
の
前
に
あ
る
森
林
資
源

の
価
値
を
正
し
く
理
解
し
、
そ
れ
を
活
か
す
行
動

を
起
こ
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
木
材
利

用
を
通
じ
て
、
森
と
街
、
今
と
未
来
を
つ
な
ぐ
新

た
な
一
歩
を
、
と
も
に
踏
み
出
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

図7　宮崎県による「森の国・木の街」づくり宣言への参画





CO2CO2

CC C C

図6　「森の国・木の街」づくり宣言
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